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セメントによる地盤改良は、地盤の⽀持⼒確保、発⽣⼟の有効活⽤、重⾦属の不溶化や液状化
対策など様々な⽬的で活⽤されており、近年では未曽有の災害からの復旧・復興において重要な
技術として活⽤されている。セメント系固化材の使⽤量は年々増加し、2021 年度は 780 万 t に
達した。改良⼟の添加量を考慮すると相当量の改良地盤が年々蓄積されており、それらの⻑期的
な性能への関⼼が⾼まっている。セメント系固化材は、従来のソイルセメントでは固め難い⼟に
も⼗分に改良効果を発揮するように調整された特殊セメントであり、1970 年代に開発された。
セメント系材料であるため、基本的にはコンクリート分野における知⾒が活かせるが、セメント
系固化材はエトリンガイトを積極的に⽣成させた材料であり、普通ポルトランドセメントとは
異なる。また、⽕⼭灰質粘性⼟は、固化材の反応を阻害するアロフェンを多く含む。このような
材料による改良⼟について、⻑期的な安定性を検討した事例は少ない。 

そこで、本研究では、セメント系固化材による改良体の⻑期強度発現性と周辺⼟に接する改良
体表層の変質を評価し、改良体の⻑期安定性を検討することを⽬的とした。具体的には、関東ロ
ームの⽕⼭灰質粘性⼟を⼀般軟弱⼟⽤のセメント系固化材によって改良し、⻑期原位置試験を
実施した。また、⻑期原位置試験で残された課題について、Ca の溶脱に着⽬した周辺⼟との接
触試験と炭酸化に着⽬した炭酸化試験によって検討を⾏った。さらに、これらの現象を熱⼒学的
平衡計算によって解析し、⻑期強度発現のメカニズムと変質にともなう反応⽣成物の変化につ
いて検討を加えた。 

第 1 章は序論であり、地盤改良技術の変遷とセメント系固化材の変遷を整理して本研究の背
景、本研究における⽬的、論⽂の構成を述べた。 

第２章では、セメント改良⼟の強度発現性と耐久性を検討した既往研究と、熱⼒学的平衡計算
によってセメントの反応や安定性を検討した既往研究を取りまとめ、研究の課題を明確にした。
セメント改良⼟の強度発現性については、実務への適⽤にあたり多くの研究が⾏われており、改
良⼟は⻑期的に強度が増加することが報告されている。⼀⽅で、周辺⼟に接する改良体の表層で
は、Ca の溶脱によって強度が低下していることが報告されている。これらの現象について、pH、
EC や細孔径分布などの変化で評価した事例はあるが、直接的に反応⽣成物の変化を検討した事
例は少ない。特に、⻑期の原位置試験の結果をもとに、反応⽣成物の変化と強度変化との関連性
を検討した事例は⾒受けられない。なお、反応に伴う相組成の変化は、熱⼒学的平衡計算による
検討がセメント・コンクリート分野で成果を上げているが、改良⼟の強度発現性や⻑期耐久性に
適⽤した事例は少ない。 



第３章では、周辺⼟に接する改良体表層の変質状況を評価するために、針貫⼊試験を⽤いるこ
ととし、針貫⼊勾配と⼀軸圧縮強さとの関係について整理した。両者の関係は、既往の成果と同
様に両軸を対数とすることで線形性が認められ、両者の換算式を求めた。ここで求めた換算式を、
以降の章における強度分布の考察に⽤いた。 

第 4 章では、⽕⼭灰質粘性⼟をセメント系固化材で改良した改良柱体を築造し、⻑期追跡調査
を⾏った結果を取りまとめた。材齢 22 年までの追跡調査を終えて、改良⼟は⻑期的に強度発現
し、材齢 5 年程度で 28 ⽇強度の 3.2 倍に達し、材齢 22 年まで安定的に強度を維持しているこ
とが確認された。⼀⽅で、周辺⼟に接する改良体表層では、Ca の溶脱と炭酸化の変質によって
強度が低下していた。強度低下している範囲は、境界⾯から 30mm 程度であり、境界⾯から 10mm
においては強度が顕著に低下していた。境界⾯から 30mm の表層では、pH が低下しており、こ
れは移設の材齢 10 年以降に⽣じていた。境界⾯から 10mm においては CaO 濃度が低下してお
り、Ca の溶脱による影響が認められたが、Ca の溶脱が⽣じた時期は特定できなかった。⼀⽅で、
炭酸化は、材齢 10 年に低含⽔⽐の浅層へ移設したことで⽣じたものと考えられ、炭酸化によっ
て強度が低下していた領域ではエトリンガイトやストラトリンガイトなどの反応⽣成物が消失
していた。境界⾯から 10mm の表層では、Ca の溶脱と炭酸化の両⽅の変質を受けたため強度が
顕著に低下したと推察されるが、それぞれの変質にともなう強度への影響程度を評価すること
はできなかった。 

第 5 章では、4 章で残された課題を検討するために、Ca の溶脱に着⽬して実施した室内試験
の結果を取りまとめた。室内試験は、⻑期原位置試験と同等の改良体を周辺⼟に接触させた試験
を実施した。境界⾯付近の強度や Ca 濃度分布などを評価して、Ca の溶脱による改良体表層の
変質を評価した。材齢 28 ⽇の⽐較的早い段階から、改良体の表層では CaO 濃度が低下し、周
辺⼟の境界⾯付近では CaO 濃度が増加していた。改良体から溶脱した Ca が、周辺⼟へと拡散
していることが確認された。ただし、材齢の経過とともに Ca の溶脱は緩慢となり、材齢 1 年程
度で Ca の溶脱は収束した。材齢 1 年における CaO 濃度分布は、⻑期原位置試験の材齢 22 年に
おける CaO 濃度分布と概ね同様であった。つまり、⻑期原位置試験で認められた Ca の溶脱は、
若材齢時に⽣じて材齢 1 年程度で収束し、その後、材齢 22 年まで進⾏していないものと推察さ
れた。この室内試験では、⻑期原位置試験を想定した⾃然含⽔⽐の周辺⼟に加えて、⾼含⽔⽐お
よび低含⽔⽐の周辺⼟を⽤いた接触試験も実施した。その結果、Ca の溶脱による影響は、周辺
⼟の含⽔⽐によって異なり、⾼含⽔⽐、⾃然含⽔⽐、低含⽔⽐の順に Ca の溶脱による影響範囲
が広かった。低含⽔⽐の周辺⼟では、不飽和の周辺⼟へ硬化前の改良体から⽔分が移動して固相
が再配置され、改良体表層が⾼密度化されたことで、Ca の溶脱による変質の範囲はさらに限定
的なものとなった。周辺⼟の含⽔⽐および改良体の強度によって、Ca の溶脱による影響範囲は
異なることが確認されたが、強度への影響は、健全部を基準とした CaO 濃度⽐および強度⽐で
整理することで、周辺⼟の含⽔⽐および初期強度にかかわらず概ね同程度の関係であることが
確認された。この関係性を⽤いて、⻑期原位置試験の Ca 濃度分布から⼀軸圧縮強さの分布を推
定すると、強度低下している範囲が実測値よりも狭く、低下量も限定的であった。つまり、Ca の



溶脱以外の要因によっても強度が低下しており、その要因の⼀つとして炭酸化が想定された。 
第６章では、4 章で残された課題を検討するために、炭酸化に着⽬して実施した室内試験の結

果を取りまとめた。炭酸化した改良体の表層では、pH の低下と強度の低下が認められた。ただ
し、乾燥によって含⽔⽐が⼤きく低下したため、⻑期原位置試験の改良体の状況とは異なる。含
⽔⽐の低下の影響も含まれるが、⾮炭酸化領域の pH を基準とした pH ⽐と、封緘養⽣した供試
体の⼀軸圧縮強さを基準とした強度⽐で整理すると、両者には線形の関係が認められた。この関
係性を⽤いて、⻑期原位置試験の pH 分布から⼀軸圧縮強さの分布を推定すると、Ca の溶脱で
は説明できなかった強度低下を⽰すことができた。⻑期原位置試験において、顕著に強度が低下
していた改良体表層は、材齢 1 年程度までの Ca の溶脱によって強度が低下した後、材齢 10 年
の移設以降に炭酸化したことで⼤きく強度低下したことが確認された。 

第 7 章では、熱⼒学的平衡計算を⽤いて、⻑期強度発現による相変化と Ca の溶脱および炭酸
化の変質による相変化を推定した。改良⼟の初期強度は、固化材による反応によって、主に CSH
およびエトリンガイトが⽣成することで発現した。エトリンガイトは、固化材中の SO3 量が普
通ポルトランドセメントと⽐較して多いため、その⽣成が促進された。⻑期的な強度は、⼟との
ポゾラン反応によって、主にストラトリンガイトが⽣成することで発現した。ポゾラン反応は、
アルカリ環境下において⼟が溶解することで⽣じるが、⼟が⼀様に溶解するのではなく、先⾏し
て Al2O3 が溶解することでストラトリンガイトが⽣成した。この反応によって、pH の低下はあ
まり⽣じない。⻑期原位置試験における材齢 0.5 年から 5 年までの現象が、主に Al2O3 の溶解に
伴うポゾラン反応による結果であった。Al2O3 の溶解の後、SiO2 が溶解することで改良⼟の pH
は低下した。この反応によって CSH が⽣成するものの、反応⽣成物量の増加程度は Al2O3 の溶
解による増加量と⽐べて少なく、強度発現への寄与は限定的である。⻑期原位置試験における材
齢 5 年から 10 年までの現象が、主に SiO2 の溶解に伴うポゾラン反応による結果であった。改
良⼟が Ca の溶脱と炭酸化によって変質すると、ストラトリンガイト、エトリンガイト、CSH の
順に消失していき、反応⽣成物量が低下して pH が低下した。熱⼒学的平衡計算によって、固化
材の⽔和反応およびポゾラン反応による反応⽣成物量の増加程度が推定でき、⼀⽅で、Ca の溶
脱と炭酸化の変質にともなう反応⽣成物量の低下程度が推定できた。これらの反応⽣成物量の
変化と⼀軸圧縮強さの変化との関係を整理すると、概ね線形の関係が認められた。つまり、固化
材の⽔和反応およびポゾラン反応による強度増加、Ca の溶脱と炭酸化による強度低下ともに、
反応⽣成物量の増減によって⽰され、反応⽣成物量の変化は熱⼒学的平衡計算によって推定で
きることが⽰された。 

第 8 章では、本研究の結論と今後の課題について述べた。以上の検討により、⽕⼭灰質粘性⼟
をセメント系固化材で改良した改良体は、⻑期にわたり安定的に性能を維持していることが確
認された。 


